特定非営利活動法人　かみいち福祉の里

令和３年度通常総会
第３号議案
　　令和３年度(第１７期)事業計画書
( 令和3年4月1日 ～ 令和4年3月31日 )

1 認知症対応型　共同生活介護=グループホーム（定員18名）
平成18年8月に新規創業以来、今夏で満15年を迎えます。
入居者の高齢化や身体機能等の低下も進んでおり、病気などで入院される方が多くなっています。
そうした中で、定員18名の安定的な確保と、入居者の重度化、医療ニーズの高まりに対応した適切な介護サービスが提供できるよう、ケア体制の一層の充実に努めます。
又、今期より「短期利用型」を1室併設することで認可を得て、個室設置工事は5月に完工しました。

共用型デイサービス（定員6名）
平成27年度介護保険制度改正により、それまでの定員3名から2ユニットで定員6名へ拡大し、ここ2年は利用者の増加傾向が見られます。
しかしながら、まだ受け入れの余地もありお茶の間との連携や居宅介護支援事業所との連絡を密にして、利用率の向上を目指します。
◎  運営推進会議
　　　現況をお知らせし、指導やご意見を承り、事業のより良い発展を目指します。
＊グループホーム　≪年6回開催　偶数月に隔月　≫
ご案内先
東江上町内会、民生委員、地元選出町会議員、中新川広域行政事務組合介護保険課、上市町福祉課・地域包括支援センター、入居者及び家族の皆様
＊お茶の間　≪年2回開催　春・秋≫
ご案内先
若杉新及び若杉町内会、民生委員、地元選出町会議員、中新川広域行政事務組合介護保険課、上市町福祉課・地域包括支援センター、利用者及び家族の皆様　
　

◎  身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を創設
　　　　平成30年度より創設された身体拘束廃止未実施減算への対応として、身体的拘束等の適正化委員会を設置しました。　　　　　　　　　　　
＊奥井理事長を委員長として、少なくても3ヶ月に1回開催。
＊その結果について、介護職員その他の職員に周知徹底を図ります。
＊介護職員その他の職員に対して、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的
に実施します。
◎  第三者評価の前回分は令和3年5月に評価が確定し、今年度の受審は令和4年8月以降となります。
　　従来は北証パトナに依頼していましたが、当該事業を廃止のため、前回から富山県社会福祉協議会に依頼し受審しました。
◎　家族会・地域交流会を開催します。
前年度は新型コロナウィルス感染症の影響で開催は出来ませんでしたが、今年度は状況を見ながら、前向きに開催を検討したいと考えています。
2 富山型デイサービス(定員18名)　
　   28年4月からは、制度改正により地域密着型として、県から保険者（中新川）に指定権者が変わりました。これを機会に定員を3名増員し、18名としており、さらなる利用者確保をめざします。
　　　また、地域密着型事業所への移行に伴い、年2回の運営推進会議の開催が義務付けられ、地元の民生委員や区長さんなどに参加をお願いしております。
今年度は秋と春に開催する予定です。
3 短期入所生活介護＝ショートステイ（定員6名）
ショートステイは稼働率の低下傾向に歯止めがかからず厳しい状況にありますが、夜勤者の確保や居宅介護支援事業所等との連携強化により昨年度以上の稼働に注力いたします。
4 知的障害者グループホーム(定員4名)
 4名　満室で推移しています。日中は、全員がそれぞれ4か所の就労事業所に通勤しており、引き続き入居者の皆さんとサービス管理責任者、世話人との信頼関係の強化に努めます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
5 防災、避難訓練を各事業所がそれぞれ年2回実施します。
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑかみいち福祉の里：4月及び10月
お茶の間：9月及び3月
　
⑥　広報活動
広報紙やホームページにより、内外各位へ事業の現況をお知らせします。
広報紙は月1回の発行、ホームページは迅速な更新に努めます。
⑦　介護職員の賃金改善
　　　　介護職員処遇改善加算制度等を活用しながら、賃金の改善に取り組んできました。
　　　　本年度についても出来る限り介護職員の賃金の改善に取り組んでまいります。

⑧　寄付依頼活動の推進
　　　平成28年4月1日に富山県知事より認定特定非営利活動法人の決定を受けました。
　　令和3年3月に更新の認可を得、有効期間は令和8年3月31日まで延長されました。

認定ＮＰＯへの寄付金は税制優遇措置の適用がされます。これまでにご支援いただいた方々にリピーターになっていただくとともに、新たなサポーターを獲得するよう取り組みます。
絶対的条件として、3,000円以上ご寄付をいただくサポーターを毎年度100名募り、富山県知事へ報告することとしています。
⑨　助成金、補助金等への積極的な取り組み

　　　介護職場の担い手となる新たな人材育成が、社会全体で求められており、本年度においても、介護職員確保のための助成制度や、高齢者等の雇用奨励助成金等を活用した雇用の確保に努めます。
⑩　その他
◎　理事会、運営推進会議、職場ミーテング等の活用により、事業運営の進行管理と課題解決に取り組みます。

◎　外部研修には可能な限り参加できるよう努め、内部研修等によりその成果の共有を図ります。

◎　公益社団法人日本認知症グループホーム協会、富山県認知症グループホーム連絡協議会及び中新川地域密着型サービス事業所連絡協議会などの加盟組織や各事業所との交流・連携を密にし、介護サービス事業の共通課題の解決に努めます。

